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[摘要]
本研究の目的は，少年犯罪に対する厳罰化の態度に影響する要因について整理を行うことであった。日本の心理学的

調査研究を中心に，少年犯罪に限定せず広く犯罪一般に範囲を拡張し，研究をレビューした。その際，「その人が持つパー
ソナリティや社会観などの個人差によって犯罪に対する厳罰化の態度が異なる」ことを検討する「特性モデル」の研究と，

「事件の内容に関する情報の量や質の違いによって犯罪に対する厳罰化の態度が異なる」ことを検討する「情報モデル」
の研究に分類した。それらの研究を概観したところ，少年犯罪に関しては，「情報モデル」の研究において直接的に厳罰
化の態度を測定した研究が見当たらない現状が見出された。厳罰化だけでなく保護的な態度も考慮する必要があるとい
う少年犯罪の特殊性と，少年犯罪についてどのような報道が適切であるかに関する資料の提供という2つの点から，今後
はどのような情報が少年犯罪への厳罰化態度に影響するのかを直接的に検討する必要性が提起された。
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はじめに
近年の少年法に関する法改正では，2000 年（平

成 12 年）改正で，刑事処分の可能年齢が「16 歳以
上」から「14 歳以上」となった。2007 年（平成 19 年）
改正で，少年院送致の対象年齢は 14 歳未満も可能
となった注 1）。補足的に，2022年の改正で，成人年
齢を 18 歳に引き下げることとなった。

このような，少年法の刑事処分可能年齢の引き下
げや，少年院送致や検査官送致の適用年齢の引き下
げの議論は，いわゆる少年法の「厳罰化」として見
ることができる。「厳罰化」の意味合いは必ずしも
明確に定義されているわけではないが，本研究では

「犯罪行為を行った少年に対して，保護や更生を目
的とした関わりではなく，処罰を与えることを目的
とした対応を求める意識・態度」として捉える注 2）。
このような対応の具体例としては，社会的生活を制

限したり（例，少年院や刑務所への送致），困難に
したりするもの（例，実名報道）などが挙げられる。
少年法上の厳罰化の流れについて，ネット調査等に
よっても，多くの人々が少年法の厳罰化について賛
成の意見を持っていることが報告されている注 3）。

このように社会一般的な方向性において少年犯罪
に対する「厳罰化」の態度が示されている一方で，

「厳罰化」の態度は様々な要因・条件によって変化
しうることが報告されている。言い換えると，同じ
少年犯罪への厳罰化の態度に関して個人差や条件差
が見られるのである。これらの研究は，厳罰化の態
度を「社会」や「世間一般」という大きなカテゴリー
でだけ捉えるのではなく，どのような人がどのよう
な条件で厳罰化の態度を示すのかという厳罰化態度
のより詳細な実態を捉える上で重要な視点を提供す
る。

ただし，上記のような研究情報を整理し，まと
めたものは現状では見当たらない。どのような要
因・条件が厳罰化傾向を強めたり弱めたりするのか
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について整理することは，現在分かっていることと
今後の研究指針を検討するうえで重要な作業だと思
われる。加えて，少年犯罪の防止を議論する上で自
身が持つ態度が何に規定されているかを振り返るこ
とは，少年犯罪に関する冷静な議論を導くことにも
つながるであろう。そこで本論考では，犯罪に対す
る厳罰化の態度に影響する要因についてレビューを
行う。なお，このテーマは海外の研究でも検討され
ているものではあるが注 4），法制度や文化的背景の
違いが大きいと思われたため，日本の研究を主なレ
ビュー対象とした。また，本テーマは社会学や法学
など多角的な検討ができるものではあるが，より
個々人の持つ心理的なプロセスを明らかにしたいた
め，心理学的な調査を対象にレビューを行った。

最初に，「少年犯罪」に限定せず，広く犯罪一般
に視野を拡張し，どのような要因が厳罰化の態度に
影響するのかを整理する（以下，本論文での「一般
犯罪」の用語は少年犯罪に限定されない，あるいは
少年犯罪以外の犯罪という意味で用いる）。次に，
その枠組みを用いて「少年犯罪」において厳罰化の
態度に影響する要因について整理する。最後に，「少
年犯罪」における厳罰化態度研究において今後検討
すべき領域について提起する。なお，レビューの際
に，用いた尺度や質問等については見やすいように
下線を引いている。

厳罰化の態度に影響する要因①：特性
最初に，犯罪に対する厳罰化態度を高めたり低め

たりする要因の一つとして，「特性」が考えられる。
すなわち，その人が持つパーソナリティや社会観，
犯罪観の個人差によって，ある犯罪に対する厳罰化
の態度が高かったり低かったりするという知見が報
告されている。本研究ではこのような個人差に焦点
を当てた研究を「特性モデル」の研究と呼ぶ。

松原（2009）は，厳罰化への支持は犯罪を減らし
たいという意識ではなく，「社会状況の認識」や「社
会観」に基づくものであるという仮説を検証してい
る。松山市の有権者から抽出した 800 人（回答者
403人）を対象に，厳罰化支持尺度（例：殺人を犯
した者には死刑が科されるべきだ），犯罪抑止尺度

（例：私は，夜間，近所で引ったくりや強盗に遭う
かもしれないと心配だ），社会状況の認識尺度（例：
今日，10 代の少年たちの多くは道徳心を欠いてい
る），社会観尺度（権威に従うことや権威への敬意は，

子どもが学ぶべき最も重要な美徳である）の質問紙
調査を行った。その結果，社会観尺度の得点が高い

（権威主義的傾向が強い）人ほど，また社会状況の
認識尺度のうちのモラル低下懸念が強い人ほど，厳
罰化支持傾向が高いことを報告している。また，個々
人が持つ社会観（権威主義傾向）が厳罰化支持傾向
へと直接影響を与えるパスと，犯罪不安と社会観が
モラル低下懸念を通して間接的に厳罰化支持に影響
を与えているパスがあることも報告している。

白井・黒沢（2009，実験 2）では，社会人の様々
な年代の人 116名を対象者とし，検察および弁護側
の主張を呈示するなど裁判を意識した形式で質問紙
実験を行った。傷害致死や危険運転致死の事例を取
り上げ，「被告人に前科はない」という条件の他に

「類似長期」（傷害罪の前科が 3 つあり，出所からの
期間が 10年）「類似短期」（傷害罪の前科が 3 つあ
り，出所からの期間が 1 年）の 2 条件を設け，被告
人情報の 1 つとして呈示した。その後，公正世界観
を測定する尺度（例，この世の中では，悪いことを
した者は必ずその報いを受ける），厳罰化傾向を測
定する尺度（窃盗，放火，傷害，強制わいせつとい
う 4 種類の犯罪名を呈示して，それぞれふさわしい
と思われる量刑年数を自由に回答，上限は 35 年に
統一），量刑判断を重くする・軽くする理由の程度
に関する尺度（検察側の主張に含まれる一般的に刑
の加重要因であると思われる項目（自己中心的な動
機，被害者の死亡など）と，弁護側の主張に含まれ
る一般的に刑の減軽要因であると思われる項目（殺
意が認められない，逮捕直後に犯行を認めたなど）
を作成し，重くする理由に該当するか，軽くする理
由に該当するか，考慮しないかのいずれかを選んで
もらい，その後各項目の重要度について 0 ～ 10 の
間の数値で回答），事件当時の被告人の状態や再犯
可能性，悪質性（0 ～ 100% の間の数値で推測・評価），
本事件の被告人に刑罰を科す目的（①報復，②特別
抑止，③一般抑止，④被告人の社会復帰，⑤被害者
への補償，⑥被告人の拘束，⑦社会秩序の回復，を
挙げ，各項目の重要度について 0~10 の間の数値で
回答），量刑（下限を 2 年（傷害致死罪の下限年数），
上限を 30 年（有期懲役の上限）とし，その範囲の
中で量刑年数を記述），記憶再生課題（被告人像を
思い浮かべる際に最も手がかりとなった被告人につ
いての情報を 3 つ何も見ずに自由記述）の質問項目
に回答してもらった。その結果，男性参加者で公平
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世界観が高い人ほど厳罰傾向が弱く量刑を軽くする
傾向が見られた一方，女性参加者では厳罰傾向測定
尺度の 1 項目である「強制わいせつ」に対して公平
世界観が高いほど厳罰的であった（それ以外は両者
の間に明確な関連は見られなかった）。なお，被告
人に前科がある場合には被告人の犯罪傾向がより高
く推測されたもののその効果は量刑と関連せず，ま
た前科情報の種類による効果と量刑の関連はみられ
なかった。

綿村・分部・高野（2010）は，「客観的重大性が
大きいと “ 結果が重大である ” という主観的重大性
が高まり，量刑が重くなるという心理プロセス」が
実際に検証されるかを，東京大学の大学生・大学院
生 128名を対象に実験を行い検討している。この研
究では，架空の事件の新聞記事（事件 1 は強盗事件
で，「被告人が，停車中の車にいた被害者を刃物で
脅して車を強奪し，被害者を無理やり車外に投げ出
す」という内容，事件 2 は横領事件で「百貨店のセー
ルスマネージャーをしていた被告人が，8 か月にわ
たり店の売上金を横領していた」という内容）を設
定した。それぞれの事件に対して，量刑の重さ（懲
役刑の刑期を回答，上限は 20年），事件結果の重大
性（この事件の結果は重大である），被告人の再犯
可能性（この事件の被告人は再犯をしそうである），
同一犯罪の発生可能性（この被告人以外にも同じよ
うな事件を起こすものが多そうである）に対する主
観的評価を尋ねた。その結果，強盗事件の刑期は，
客観的重大性が大きいほど長く，被告人の再犯可能
性が高いほど長かった。横領事件の刑期は，客観的
重大性が大きいほど，被告人の再犯可能性が高いほ
ど，同一犯罪の発生可能性が高いほど，刑期は有意
に長くなることが示された。言い換えると，強盗事
件と横領事件に共通して，「結果は重大である」と
いう主観的評価が大きいほど量刑が大きくなるとい
う傾向性が示唆された。

板山（2014，研究 4）は，事件に対する原因帰属
と責任帰属，公正世界観，厳罰志向性，情状酌量の
余地が量刑判断に及ほす影響，およびどのような量
刑が公正であると判断するのかについて検討した。
大学生 208名を対象に，幼女殺人事件（仕事や職場
での人間関係がうまくいかず，むしゃくしゃしてい
たことを理由に，無作為に幼女を絞殺し死体を遺棄
した事件）と介護疲れ殺人事件（認知症の母親を一
人で献身的に介護してきたが，介護に身も心も疲れ

てしまい，お互いの将来を悲観して母親を殺害した
事件）の 2 つの事件シナリオを提示し，因果的責任

（被告人に事件の原因がどの程度あると思うか，被
告人に事件の責任がどの程度あると思うか），情状
酌量の余地（被告人に情状酌量の余地がどの程度あ
ると思うか），量刑（被告人にどのくらいの量刑を
与えるべきか（懲役 1 年から 30年）），刑罰の目的

（被告人に与えるべきだと判断した量刑（刑罰）に
はどのような意味があるのか（①被告人の行いに対
する相応の報いを与えるため，②被害者側の立場に
立った仕返しの意味での報復をするため，③犯罪者
に罰を与えることによる犯罪抑止のため，④被告人
を罰することで社会的秩序を回復させるため，⑤被
告人を拘束し市民から犯罪者を遠ざけることによる
社会防衛のため，⑥被告人を刑に服させ更生させる
ため，⑦被告人の社会復帰のため））を尋ねた。ま
た，公正世界観尺度（「現状の不公正性」（例：世の
中には，不道徳なことをして利益を上げる人が数多
くいる）と「因果の公正性」（例：この世の中では，
頑張った人にはいつか報われる時がくる），厳罰志
向性尺度（例：メディアの報道を見て，なぜ刑があ
んなに軽いのかと疑問に思うことがある）を尋ねた。
厳罰志向性の平均値をもとに高群と低群に分類した
ところ，「因果的責任」は，2 つの事件共に高群の
ほうが低群よりも得点が有意に高かった。また「情
状酌量の余地」は，2 つの事件共に低群のほうが高
群よりも得点が有意に高かった。「量刑」は，2 つ
の事件と共に高群のほうが低群よりも得点が有意に
高かった。「刑罰の目的」は，2 つの事件ともに「被
告人の行いに対する相応の報いを与えるため」およ
び「犯罪者に罰を与えることでの犯罪抑止のため」
が低群よりも高群の得点のほうが有意に高く，「被
告人を刑に服させ，更生させるため」および「被告
人の社会復帰のため」は高群よりも低群の得点のほ
うが有意に高かった。 また，幼女殺人事件では「犯
罪者を市民から遠ざけることによる社会防衛のた
め」および「被害者の立場に立った仕返しの意味で
の報復をするため」が低群よりも高群の得点が有意
に高かったが , 介護疲れ殺人事件では有意差は認め
られなかった。

2 つの事件を SEM でモデルの検討を行った結果，
公正世界観の 2 つの因子に負の相関関係が認めら
れ，「現状の不公正性」は「厳罰志向性」に有意な
正の影響，「因果の公正性」は「厳罰志向性」に有
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意な負の影響があった。2 つの事件において，「厳
罰志向性」は「量刑」に正の影響，「情状酌量の余地」
に負の影響，「因果的責任」に正の影響を及ぼして
いた。「因果的責任」は「情状酌量の余地」に負の
影響，「量刑」に正の影響を及ぼした。「情状酌量の
余地」は「量刑」に負の影響を及ぼした。これらの
結果は，世の中に不公正感を感じるほど犯罪者を厳
しく罰するべきであるという「厳罰志向性」が強く
なり，「厳罰志向性」が強いと加害者に「因果的責任」
が大いにあると判断するとともに「情状酌量の余地」
の程度を低く判断し，さらには量刑を重く判断する
ことが示唆された。

村山・三浦（2015a）は，「ケア／被害」の道徳基
盤観念を強く持つ人ほど刑事事件の加害者の罪責認
定を行いやすい，「ケア／被害」と罪責認定の関係
を事件に対する嫌悪感が媒介する，被害者が受けた
傷の程度が重いほど罪責認定がなされやすくなる，
被害者が受けた傷の程度が重い場合は軽い場合より
も冤罪判断を起こすことに対する後悔の程度が低く
なる，の一連の仮説を検証する研究を行っている。
オンラインリサーチ会社の登録モニターの 20 歳以
上の男女 360名を対象に，被害の程度を変化（かす
り傷，全治 3 ヶ月，半身不随の重度の後遺症）させ
た殺人未遂事件に関するシナリオを提示し，事件内
容を正確に理解しているかに関する質問を行った
後，事件に対する嫌悪感情（例，私は「ぞっとした」

「気分を害した」），逮捕・起訴された人が殺人未遂
で有罪になると思う程度（確実に無罪（0）から確
実に有罪（10）の 11 件法），逮捕・起訴された人が

「本当は無罪だったとき」と「本当は有罪だったとき」
に自分の判断を後悔する程度，道徳基盤尺度のうち
の「ケア／被害」に関わる項目（例，「誰かが精神
的に傷ついたかどうか」が自分の倫理的判断にどの
程度関係するか）に回答してもらった。その結果，
ケア／被害に敏感な人ほど事件に対する嫌悪感情が
高くなり，その結果として有罪と思う程度が高くな
ること，かすり傷条件よりも後遺症条件で有罪と思
う程度が高いこと，本当は有罪だった時に予期され
る後悔の程度は被害の程度によって差が無い一方で
本当は無罪だった時に予期される後悔の程度は後遺
症条件のほうがかすり傷条件よりも低いこと（被害
者の身体的ダメージの大きさに比例して後悔の程度
が低下すること）が示された。

村山・三浦（2015b）は，（1）究極的公正世界信念（不

公正によって受けた損失が来世を含む将来的に埋め
合わされると信じる傾向）は被害者との間の心的距
離の大きさと正の関連をもつ，（2）内在的公正世界
信念（負の結果が生じた原因を過去の行いによるも
のと信じる傾向）は加害者への厳罰指向と正の関連
をもつ，（3）内在的公正世界信念と厳罰指向の関係
を加害者の非人間化が媒介する，の 3 つの仮説を検
証する研究を行っている。オンラインリサーチ会社
の登録モニターである男女 530名を対象に，「深夜
の繁華街を歩いていた被害者が，面識のない加害
者（男性）に “ 誰でもいいから人を刺してやろうと
思った ” という理由で傷つけられた」という趣旨の
架空の新聞記事（被害者が男性の場合と女性の場合
の 2 種類）を提示し，行動非難（例：繁華街を深夜
に歩いていた被害者にも落ち度がある），被害者と
の心的距離（例：このような出来事は，自分に近し
い人にも十分に起こりうる），加害者の非人間化傾
向（例：未成熟な，知性のない），量刑判断（懲役
1 年以上 2 年未満～ 14 年以上 15 年未満の 14 段階），
その量刑を科す目的（例：厳罰，秩序維持，更生復
帰），多次元公正世界信念尺度（「内在的公正世界信
念」（例：悪事をたくらむ者はそのたくらみによっ
て墜落する）・「究極的公正世界信念」（例：ひどく
苦しんだ者はいつか報われる）・「不公正世界信念」

（例：世の中の大抵のことは不公平だ））に回答して
もらった。その結果，（1）究極的公正世界信念が強
いほど被害者との心的距離を大きくする傾向にある
こと，（2）刑罰の目的に関して，厳罰指向には内在
的公正世界信念が有意な正の影響を，秩序維持には
内在的公正世界信念は正の，究極的公正世界信念は
負の影響を，更生復帰には内在的および究極的公正
世界信念のいずれも正の影響を示すこと，（3）加害
者の非人間化に内在的公正世界信念が正の影響を示
すこと，（4）不公正世界信念は被害者との心的距離，
加害者への厳罰，加害者に対する非人間化にいずれ
も正の効果を示すこと，（5）内在的公正世界信念の
強さが加害者の非人間化につながりその結果として
厳罰指向が強くなること，が示された。

向井・三枝・小塩（2017）は，（1）合理性が厳罰
傾向と負の関連を示すこと，（2）二分法的思考（物
事を 1 か 0 にカテゴライズし，その結果熟慮を得な
い評価判断を促進すると思われる思考）が厳罰傾向
と正の関連を示すこと，（3）社会的支配志向性（平
等な集団内関係を選好するか，優劣―劣等という次
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元で秩序付けられた集団内関係を選好するかについ
ての態度）と厳罰傾向の関連は，合理性と二分法的
思考を統制した後には有意な関連を示さなくなるこ
と，（4）合理性と二分法的思考を統制した後でも仮
想的有能感（自己のポジティブ経験に関係なく他者
の能力を批判的に評価あるいは軽視する傾向に伴っ
て生じる有能さの感覚）は厳罰傾向と関連を示すこ
と，（5）仮想的有能感が厳罰傾向に及ぼす効果は，
合理性ならびに二分法的思考によって媒介されるこ
と，の 5 つの仮説を検証している。大学生・大学院
生 200名を対象に，厳罰傾向尺度（例：裁判所は犯
罪者に甘すぎると思う），合理性尺度（例：たいて
いの人より，ものごとを論理的に解決するのが上手
である），二分法的思考尺度（例：何事も好き嫌い
がはっきりしたほうがうまくいく），社会的支配志
向性尺度（例：上に立つ集団に，より多くの成功の
チャンスが巡ってくるのは当然のことだ），仮想的
有能感尺度（例：他人に対して，なぜこんな簡単な
ことが分からないのだろうと感じる）で構成される
質問紙調査を行った。その結果，合理性と厳罰傾向
は負の相関を，二分法的思考と厳罰傾向は正の相関
を示していた。また社会的支配志向性は二分法的思
考や合理性を統制した後には厳罰傾向と有意な関連
を示さないこと，仮想的有能感は二分法的思考や合
理性とは独立して厳罰傾向に関連することが示され
た。加えて，媒介分析の結果からは，仮想的有能感
から厳罰傾向に至る効果は合理性によっては媒介さ
れないが，二分法的思考によって媒介されることが
報告されている。

向井（2019）は，厳罰傾向および防犯行動を規定
する要因を明らかにすることを目的とした研究を
行っている。具体的には，（1）犯罪に対して不安を
感じ犯罪被害のリスクを高く知覚するほど，厳罰を
求め，防犯行動を多く行なう，（2）自己決定を求め
る欲求が強いほど，厳罰を求め，防犯行動を多く行
なう，（3）コミュニティによる自己決定を支持する
ほど，厳罰を求め，防犯行動を多く行なう，の 3 つ
の仮説を検証した。ウェブ調査会社のモニター 332
名を対象に，厳罰傾向尺度（「刑罰の厳罰化」（例：
なぜ犯罪者の社会復帰を重視しないのかと疑問に思
う）・「刑罰の早期拡大化」（例：人に不安を与える
行為をした時点で，刑罰を科せるようにするべき
だ）），防犯行動尺度（例：戸締りに気をつける），
犯罪不安尺度（「社会的犯罪不安」（例：社会全体の

治安に対して不安を感じる）・「個人的不安」（例：
自分が犯罪の被害にあうのではないかと不安を感じ
る），被害リスク知覚尺度（「社会的被害リスク知覚」

（例：社会の治安が悪くなった）・「個人的被害リス
ク知覚」（例：自分の周囲には犯罪が起きそうな危
険な場所が多い），自己決定欲求尺度（「自律欲求」

（例：他人の考えにこだわらず，自分の考えどおり
にしたい）・「他律欲求」（例：自分のすることでも，
できれば他人に決めてもらいたい），コミュニティ
による自己決定尺度（例：地域の犯罪を減らすため
には，住民がすることに行政の側が積極的に協力す
べきだ）のウェブ質問紙調査を行った。その結果，
厳罰傾向および防犯行動は，犯罪不安，被害リスク
知覚，自己決定欲求，コミュニティによる自己決定
と有意な正の相関を示していた。また，重回帰分析
によってこれらの関連をさらに検討したところ，自
己決定欲求の下位因子である自律欲求が厳罰傾向お
よび防犯行動両方と有意な正の関連を示した。これ
らの結果から，厳罰傾向および防犯行動は，主とし
て自律欲求という共通の要因によって規定されるこ
とが示された。

厳罰化の態度に影響する要因②：情報
厳罰化態度に影響するもう 1 つの大きな要因とし

て「情報」が挙げられる。すなわち，事件の内容に
関する情報の量や質が変化することで，厳罰化態度
が高まったり低まったりするという知見が報告され
ている。本研究ではこのようなアプローチを持つ研
究を「情報モデル」の研究として位置づける。

山岡・風間（2004，実験 1）は，加害者の量刑判
断に 2 つの公正世界仮説（（1）被害者に落ち度がな
くても否定的要素が強くなるとその被害を自業自得
と思う態度が強くなる，（2）犯罪被害者の否定的要
素が強く社会的地位が低い場合は被害者の否定的要
素が弱く社会的地位が高い場合よりも加害者の量刑
が軽くなり，この傾向は深刻な犯罪の場合により顕
著になる）が影響することを 2 つの実験から検証し
た。実験 1 では，大学生ら 1111 名を対象に，架空
の事件（トラックがオートバイをひく）を提示し，
被害者の否定的要素を高い（例，暴走族の一員の
16 歳で何度も検挙されていて，法定速度を 25 キロ
超えていた），中くらい（例，オートバイが趣味の
16 歳で無事故無違反だが法定速度を 25 キロ超えて
いた），低い（例，オートバイが趣味の 16 歳で無事
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故無違反の安全運転）を 3 条件で操作した。その後，
被害者に対する肯定的態度と否定的態度（例：かわ
いそうだ，自業自得だ）に回答してもらった（なお，
被害者には少年 A と少女 B がおり，肯定的態度と
否定的態度は両者の合計得点であった）。その結果，
被害者の否定的要素が強くなるにつれて肯定的態度
は低まり，否定的態度は強くなることが示された。

また，山岡・風間（2004，実験 2）では，大学生
314 名を対象に，被害者の社会的地位を 4 つの条件

（「暴力団組員」「フリーター」「大学生」「弁護士」）
に分け，重犯罪（例，爆弾事件）と軽犯罪（例，交
通事故）のそれぞれのシナリオを提示した。その後，
量刑判断（事件1では業務上過失致死「懲役5年以下，
罰金 50万以下」，事件 2 では爆発物取締罰則「死刑，
無期懲役または懲役 7 年以上」，事件 3 では傷害「懲
役 10年以下，罰金 30万以下」，事件 4 では傷害致
死「懲役 2 年以上」の範囲で量刑を判断），被害者
に対する肯定的態度と否定的態度，加害者に対する
感情（例：許せない，共感できる，ただしカバーストー
リー）の 3 つを尋ねた。その結果，被害者の社会的
地位に否定的要素が強くなると，被害者への肯定的
態度が低まり（例，暴力団組員への肯定的態度は弁
護士よりも低くなる）否定的態度が高まること，軽
微な犯罪では量刑判断には差が見られないものの，
深刻な犯罪では量刑に差が見られ，被害者の社会的
地位に否定的要素があるほど，加害者への量刑が軽
くなる傾向が見出された。

白井・黒沢（2009，実験 1）では，一般の人々の
量刑判断はどのような要因と関連するのかを検討し
ている。大学生 97名のデータを対象に質問紙実験
を行い，前科情報を呈示しない第 1 課題と，前科の
有無や種類についての情報を呈示する第 2 課題のそ
れぞれにおいて量刑判断の要因を検討した。第 1 課
題は強盗致傷か強姦致傷事件を提示し，事件の悪質
性，同種の再犯可能性，異種の再犯可能性，更生可
能性，事件の計画性，被害者の落度，加害者の悪
意，事件の衝動性についての質問項目を作成し，0
～ 100% の範囲で推測・評価してもらった。また量
刑年数（法定刑などの情報を示さず，適切と思う年
数を自由に回答）も尋ねた。第 2 課題は事件記述の
最後に前科情報をつけ加えた。前科情報は，「被告
人に前科はない」という情報を加えた条件の他に，
呈示事件と前科が類似しているかどうか（類似性），
また出所からどのくらい時間が経過しているか（期

間）といった 2 つの視点から「類似長期」「類似短
期」「非類似長期」「非類似短期」という 4 条件を設
けた。その結果，第 1 課題では，強姦致傷は強盗致
傷より量刑が重くなっており，参加者が被告人の再
犯可能性を高く回答するほど，量刑は重くなってい
た。有意傾向が見られた事件の種類と性別の相互作
用では，男性は強姦致傷において量刑を重く判断し
ていた（白井・黒沢（2009）の Figure 1 より第一
著者が解釈）。第 2 課題では，出所からの期間が長
い場合には，前科と呈示事件の内容が類似している
方が量刑はより重く判断された。第 1 課題と同様に，
強姦致傷は強盗致傷よりも量刑が重くなった。被告
人に前科がある場合は再犯可能性がより高く推測さ
れ，量刑が重くなった。また，事件の種類ごとに量
刑の平均値を引いて事件の種類差をなくし，平均値
からの偏差を参加者個人の厳罰傾向を示す変数とし
たところ，厳罰傾向が強い参加者ほど再犯可能性及
び悪質性を高く回答していた。男性も女性も厳罰傾
向が強いほど量刑を重くしていたが，その傾向は男
性においてより顕著であった。

綿村（2012）は，公正世界観の認知に対する影響
が強い情報ほど，一般市民の量刑判断に強く影響す
るという仮説，具体的には，（1）被告人にとってネ
ガティブ度が強い出来事に関する情報は，ネガティ
ブ度が弱い出来事に関する情報よりも量刑を軽くす
る，（2）逆にポジティブ度の強い出来事に関する情
報は，ポジティブ度が弱い出来事に関する情報より
も量刑を重くする，を検証した。大学生 173 名を対
象に，架空の殺人末遂事件に関する記事（約 800 語）
を質間紙中で呈示した。参加者は事件の記事を読
み，「被告人に懲役刑を与えるとしたら何年が適当
か」という問いに対し，5 ～ 20年までの範囲をあ
らわす数直線上に印をつけて回答した。記事の最後
で，被告人が経験した出来事に関する情報（約 100
語）を呈示した。情報は，出来事の性質により 5 水
準，被告人の家族が交通事故で死亡したという出来
事（非常にネガティブ：N ＋条件），離婚した妻か
ら慰謝料が請求されたという出来事（弱いネガティ
ブ：N －条件），仕事を休職したという出来事（中
立条件），株で金を儲けたという出来事（ややポジ
ティブ：P －条件），女性と高級ホテルのスイート
ルームに長期間宿泊したという出来事（非常にポジ
ティブ：P ＋条件），が参加者間で操作された。刑
期は N ＋，N －，中立，P －，P ＋の順に刑期が長
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くなると予測された。その結果，中立を除けば，予
測の通りN＋からP＋へと段階的に刑期が長くなっ
ていた（N ＋は 9.8 年，N －は 10.8 年，P －は 10.9 年，
P ＋は 12 年）。また，P ＋条件は中立条件より量刑
が有意に長く，P －条件は中立条件より量刑が有意
に長く，P ＋条件は N ＋条件より量刑が有意に長
かった。一方で，予測とは異なる点も示された。第
一に，N －の出来事は P －の出来事に比べてネガ
ティブに評定されていたが，刑期に違いがなかった。
第二に，N －条件と中立条件では出来事の評定がほ
ば同じであったが，N －条件の刑期のほうが中立よ
りも長かった。したがって，公正世界観の認知はた
しかに量刑判断にかかわってはいるものの，忠実に
は反映されていないことが示唆された。出来事の評
定値を説明変数とする回帰分析では，ネガティブと
評定されるほど懲役刑は短く，ポジティブと評定さ
れるほど長くなっており，仮説が支持されていた。

板山（2014，研究 2）は，殺人事件に対する原因
帰属と責任帰属の相違点を明らかにするとともに，
これらの量刑判断に及ぼす影響について，加害者が
少年の場合と成人の場合とで比較検討を行った。大
学生 437 名を調査対象に，①夕方 17 時頃，17 歳の
男子高校生が路上にて，通りかかった 30 歳代の女
性をナイフで殺害するという事件，②①のシナリオ
の加害少年を 30歳代の会社員の男に変更した事件，
③①のシナリオの加害少年を 30歳代の無職の男に
変更した事件，の 3 つの殺人事件を提示し，原因帰
属項目（例：学校が道徳心を教えない），責任帰属
項目（例，本人の責任，家庭の責任，友人の責任，
学校の責任，地域の責任，社会の責任），量刑判断
項目（懲役 5 年～ 20年）の質問項目を設定した質
問紙調査を行った。その結果，少年の場合では，成
人よりも友人や家庭に原因を比較的強く帰属してい
ること，3 つの加害者すべてにおいて一貫して内的
要因に強く原因を帰属する傾向がみられたこと，を
報告している。責任帰属においては少年，有職成人，
無職成人の責任帰属の構造はおおむね同じであり，
加害者本人に最も強く責任が問われた。また，無職
成人に対する量刑が最も重く，次いで有職成人に対
する量刑が重く，少年に対する量刑が最も軽く判断
されていた。なお，原因帰属および責任帰属の各変
数が量刑に及ぼす影響を検討した結果，少年では各
変数が複雑に格み合うが，成人になると端的なモデ
ルとなり，少年事件において量刑判断を行うことは

困難なものであることが示唆された。
村山・三浦（2017）は，元被告人との接触場面を

取り上げ，被害者の身体的ダメージの程度と対象人
物との接触の程度が「False Alarm：FA（元被告
人との接触に対する回避傾向と接触によるリスクの
見積もりの差分）」効果に与える影響を検討してい
る。オンラインリサーチ会社にモニター登録してい
る 20歳以上の男女 240名を対象に，被害者の身体
的ダメージ（軽傷・後遺症），判決（無罪・有罪），
接触の程度（視線を向ける・立ち話をする）の情報
を変化させた殺人未遂事件のシナリオを提示し，回
避の程度（元被告人と遭遇した際，視線を向ける，
路上で立ち話をすることをどれだけ避けたいか），
リスクの見積もり（元被告人に対して，視線を向け
る，路上で立ち話をすることで何らかのトラブルに
巻き込まれる可能性）に回答してもらった。その結
果，「被害者 A が軽傷で判決が無罪の元被告人に視
線を向ける」場合のみ回避の程度とリスクの見積も
りに差がなく，それ以外の条件ではすべて回避の得
点がリスクの得点よりも高い（FA 効果が見られる）
こと，無罪が確定した場合では被害者の身体的ダ
メージが小さく接触の程度が低い条件以外で FA 効
果はあるが絶対値は中点よりも低く有罪条件に比べ
て小さいこと，「有罪が確定し被害者の身体的ダメー
ジが大きく，元被告人と会話をする」条件で回避の
程度とリスクの見積もりの程度の差分が最も大きい
こと，が示された。

柳澤・水口（2017）は，犯人の年齢と罪種の違い
によって，犯罪に対する責任帰属と原因帰属，帰属
と量刑判断の関連が異なるのかを検討している。具
体的には，（1）犯人の年齢が低いと責任や原因を犯
人の親に帰属しやすく，年齢が高いと犯人の住む地
域に帰属しやすい，（2）犯罪の程度が重く，犯人の
年齢が高いと，犯人自身へ責任や原因を帰属しやす
くなる，の 2 つの仮説を検証している。大学生，大
学院生 200名を調査対象に，4 つの犯罪シナリオ（18
歳軽犯罪，40歳軽犯罪，18歳重犯罪 40歳重犯罪）
を提示した（なお，軽犯罪ではひったくり，重犯罪
では殺人）。それぞれのシナリオに対して，責任帰
属（例：犯人自身，犯人の親，犯人を取り巻く社
会，犯人の住んでいる地域（住民や警察など），原
因帰属（例：反省力がない，家庭の雰囲気が悪い），
量刑判断（1 年～ 5 年，6 年～ 10 年， 11 年～ 15 年，
16年～ 20年，20年以上の 5 件法）を尋ねた。その
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結果，いずれのシナリオにおいても，犯人自身の責
任に対して高得点を付けた人が多かった。犯人の親
への責任帰属は，18歳の少年による犯罪のほうが
40 歳の成人による犯罪よりも得点が高かった。犯
人の住んでいる地域への責任帰属は，犯人の年齢や
罪種の違いによる差はなかった。犯人自身への責任
帰属は，40歳重犯罪のほうが 18歳軽犯罪と 18歳重
犯罪よりも得点が高かった。犯人を取り巻く社会へ
の帰属は，18歳重犯罪のほうが 40歳軽犯罪と 40歳
重犯罪よりも得点が高かった。責任帰属では，犯人
の年齢にかかわらず，軽犯罪は重犯罪よりもすべて
の対象への責任帰属が大きく，量刑判断を重く判断
した。原因帰属では，40歳軽犯罪はその他の犯罪
種別よりも，すべての対象への原因帰属が大きく，
量刑判断を重く判断した。なお，量刑判断に関して
は記述統計レベルで 18歳軽犯罪＜ 40歳軽犯罪＜ 18
歳重犯罪＜ 40 歳重犯罪の順番に重くなっていた。

谷口・池上（2018，実験 1）では，事件の発生時
期によって知覚される心理的距離によって潜在レベ
ルおよび顕在レベルにおける事件に対する推論や判
断が変化するか，その結果が事件の被告人に対する
処遇の程度が影響を受けるのかについて検討してい
る。具体的には，（1）事件の発生時期が最近である
よりも遠い過去である方が，心理的距離を遠く知覚
し，「卑劣な」「冷酷な」といった被告人の特性が潜 
在レベルで推論されやすい，（2）事件の発生時期が
遠い過去であるより最近である方が，心理的距離を
近く知覚し，「八方ふさがりな」「ふぐうな」といっ
た被告人の置かれた状況が潜在レベルで推論されや
すい，（3）事件の発生時期が最近であるよりも遠い
過去の方が（1）と（2）で想定される潜在レベルの
推論の相違が応報的及び功利主義的動機に基づく顕
在レベルの判断に反映され，被告人に対する量刑判
断が重くなる，の 3 つの仮説を検証している。実験
1 では，55名の学部学生を対象に，架空の介護殺人
事件のシナリオを提示した。参加者には，ある事件
の裁判員に選ばれ，裁判に参加しているつもりで事
件概要をよく読むように教示した。このとき，半数
の参加者には「この事件は 20年前に発生した事件
である」（心理的距離：遠条件）と紹介し，残りの
参加者には「この事件は 3 ヶ月前に発生した事件で
ある」（心理的距離：近条件）と紹介した。その後，
事件概要と人物の顔が描かれたイラスト 1 枚を被告
人の顔として 45 秒間対提示した。続いて，妨害課

題（短期記憶から情報を排除するため，3 分間アナ
グラム課題を行った），再認課題（モニター画面に
呈示された刺激語：特性語の例「残忍な」・状況語
の例「いたわしい」）が学習課題で呈示された事件
概要の文章中に 「あった」か「なかった」かを，で
きるだけ速く正確に回答する），量刑判断（1 年～
30 年），考慮事情の測定（被告人のとった行動に対
して感じた悪質性の程度，被告人に対して感じた同
情の余地の程度，被告人が再度罪を犯す可能性，被
告人が更生する可能性），原因帰属（例：被告人の
性格が原因だ，被告人の置かれた状況が原因だ），
操作チェックと内観報告（事件に対して知覚した遠
さあるいは近さ），の順番に実験手続きを進めた（最
後にディブリーフィングを行った）。その結果，心
理的距離が近条件のほうが遠条件よりも被告人が更
生する可能性を高く判断すること，事件の発生時期
が遠い過去であるほど，顕在レベルにおいて事件の
発生原因が被告人自身に帰属されやすく，被告人に
対する同情の感情が抑制され，量刑判断が重くなる
ことなどが示された。

谷口・池上（2018，実験 2）では，架空の強盗殺
人事件を用いて，心理的距離の効果をさらに強める
ために，遠い過去に発生した事件の発生日を 25 年
前に変更した。53名の学部学生を対象に，心理的
距離が遠条件（事件の発生時期が 25 年前）と近条
件（事件の発生時期が 3 ヶ月前）に無作為に配置
した。実験手続きは上述の実験 1 とおおむね同様で
あった。その結果，25年前に発生した事件と紹介
された場合では，特性語と状況語の虚再認率には差
がみられなかったものの，3 か月前に発生した事件
と紹介された場合では，特性語よりも状況語の虚再
認率の方が高かった。被告人に対する同情および被
告人が更生する可能性についても，遠条件よりも近
条件の方が高いことが示された。さらに近条件より
遠条件の方が被告人に対して重い量刑を下す傾向が
みられた。

北折・小嶋（2019）は，量刑判断に影響を及ぼす
変数（反省の有無，生育環境，犯行態様の残虐さ，
身勝手さ，社会考慮）を用いた重回帰モデルの構築
と，量刑判断に影響する個人内要因を検討してい
る。20代～ 60代の男女各 100名，計 200名を対象に，
Web 調査を行った。「義父が虐待をした結果母親の
連れ子を死亡させ，遺体を遺棄した」という仮想事
案において，反省の有無（あり・なし），生育環境
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（自身が幼少期に虐待を受けていたかどうか，良好・
劣悪），犯行態様の残虐さ（死亡に至るまでの虐待
の程度，あり・なし），身勝手さ（犯行に至った理
由，あり・なし）の情報を操作した。その後，個人
特性尺度（例：自分は犯罪に巻き込まれることはな
い等 11 項目に対し，「はい」と「いいえ」の回答を
求める），社会考慮尺度（例：社会の中に，自分は
どのように行動すべきなのかを考えることがある），
量刑判断（被告人を懲役何年に処するのが適当か），
裁判評価（「犯人への非難」（例：強い非難に値する
犯罪だと思う），「裁判の妥当性評価」（例：この裁
判は妥当な流れで行われた），「秩序の維持」（例：
適切な判決を出しやすい裁判だと思う），「事件への
共感」（例：誰でも起こしうる事件だと思う），「母
親への非難」（例：虐待をやめなかった母親こそ一
番の責任がある）に回答を求めた。その結果，量刑
判断に対し，反省の有無・生育環境・ 犯行態様の
残虐さ・身勝手さの有無によって量刑判断の有意な
違いはなかった。なお，「特性モデル」の観点から
の結果としては，「犯人への非難」因子について，「自
分は罪を犯すことはない」「死刑制度に賛成である」

「世の中には矯正不可能な人間もいると思う」に「は
い」と回答した群の方が「いいえ」と回答した群よ
りも高い値を示しており，「裁判員として裁判に参
加したことがある」に「いいえ」と回答した群の方
が「はい」と回答した群よりも高い値を示していた。

「裁判妥当性」因子と「秩序の維持」因子について
は，いずれも傾向差が見られるにとどまっていたも
のの，「自分は罪を犯すことはない」について，「はい」
と回答した群のほうが「いいえ」と回答した群より
も高い値を示していた。「事件への共感」因子につ
いても，「自分は罪を犯すことはない」に「いいえ」
と回答した群のほうが「はい」と回答した群よりも
高い値を示していた。「母親への非難」因子について，

「自分は犯罪に巻き込まれることはない」「自分は罪
を犯すことはない」「私は性善説（人は基本的に善
であるとする）を支持する」について有意差が見ら
れ，いずれも「はい」と回答した群のほうが「いい
え」と回答した群よりも得点が高かった。

少年犯罪への厳罰化態度に影響する要因①：
特性

先述のように，ある犯罪に対する厳罰化態度に影
響する要因として，特性モデルと情報モデルの大き

く 2 つに整理したが，少年犯罪への厳罰化態度につ
いても同様の整理を行っていく。最初に特性モデル
から検討した研究を紹介する。

 JGSS-2000 の調査結果注 5）をまとめた石井（2004）
では，例えば人間の本性を「善」と捉える人ほど，
少年法の厳罰化に反対し，「悪」と捉える人ほど賛
成するという傾向があること，人間の本性を「善」
と捉える人ほど死刑制度に反対し，「悪」と捉える
人ほど死刑制度に賛成する傾向があることなどが報
告されている（ただし石井（2004）では，人間観と
厳罰観には統計的関係があるが，その関係は，論理
的に説明できないとも述べている）。

斎藤（2018）は，各種法定年齢をめぐる人々の法
意識の実態を把握することを目的とした調査研究を
行っている。15歳から 69歳までの 800人に質問紙
調査を実施し，デモグラフィック属性 1（回答者の
性別など），各種の法的活動の理想年齢（例：選挙
権年齢，結婚，刑事責任），法的活動のうち特に主
要な項目（例：選挙権，少年法）について年齢を変
化（16歳と 18歳）させた場合にどの程度認められ
るか，社会的態度（例：政府や行政機関には何を言っ
ても無駄である），デモグラフィック属性 2（例：
回答者の学歴）への回答を求めた。その結果，社会
的態度のうち犯罪に対する態度が厳しい人ほど刑事
責任・少年法の理想年齢が低かった。また，社会的
態度のうち子どもに関する態度において大人との区
別志向が強い人ほど刑事責任・少年法の理想年齢が
高く，子ども嫌いの感情が強い人ほど，刑事責任・
少年法の理想年齢が低かった。他方で，社会的態度
のうち，最近の若者が昔よりも未熟だと考える人ほ
ど刑事責任・少年法の理想年齢が高かった。社会的
態度のうち，社会的な区別（男女や外国人など）の
意識が強い人ほど，刑事責任・少年法の理想年齢が
高かった。さらに，社会的態度のうち，法規範の態
度が強い人ほど，刑事責任・少年法の理想年齢が低
かった。

向井・藤野（2021）は，少年犯罪者に対する厳罰
志向性と少年犯罪に関する犯罪不安，被害リスク知
覚，および子どもは理解不能であるという子どもイ
メージの関連を検討している。筆者が協力者に直接
実施するか，知人を介して実施するかという 2 つの
経路を通したスノーボール式のサンプリングによっ
て収集した 226 名のデータを分析対象とした。厳罰
志向性（例：裁判所は犯罪者に甘すぎると思う），
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犯罪不安（「社会的犯罪不安」（例：世の中に起る少
年犯罪に対して不安を感じる）・「個人的犯罪不安」

（例：自分が少年犯罪の被害にあいそうで怖いと感
じる）），被害リスク知覚（「社会的被害リスク知覚」

（例：世の中では，凶悪な少年犯罪が増えた）・「個
人的被害リスク知覚」（例：自分もいつか少年犯罪
にあいそうな気がする）），理解不能イメージ（例：
18歳～ 19歳の人のイメージについて「何を考えて
いるのかわからない」）で構成される質問紙調査を
行った。その結果，被害リスク知覚は厳罰志向性と
直接に関連するのではなく犯罪不安を媒介して間接
的に関連すること，犯罪不安と被害リスク知覚，厳
罰志向性の関連は，犯罪不安と被害リスク知覚の水
準（社会的水準，個人的水準）ごとに多少異なること，
子どもを理解しにくいものとしてイメージする人ほ
ど，社会において犯罪が増えていると考え，自分が
犯罪の被害に遭う可能性を高く認知すること，等が
示された。

少年犯罪への厳罰化態度に影響する要因②：
情報

少年犯罪に関して情報モデルから検討した研究で
は以下のような知見が報告されている。

戴・大渕（2004）は，青少年犯罪の原因として，
青少年の人格，家庭，学校，地域，社会の 5 領域に
関して広く原因項目を収集し，これを用いて一般市
民の非行原因の認知構造を明らかにすると共に，デ
モグラフィック要因（年齢，性別，中学生と高校生
の子どもや孫の有無）がこれらにどう影響するかに
ついて検討している。仙台市青葉区，泉区，宮城野
区の選挙人名簿から無作為抽出法で 1000人（回答
は 345 人）を対象に，「少年が非行した場合に以下
の項目はどれほど原因があると思いますか」という
教示のもと，人格領城（「あなたは，青少年犯罪を
促進する原因について，事件を起こしている青少年
にはどんな特徴があると思いますか」，衝動性，性
的放縦，物欲，意志力欠如，反社会的傾向 , 社会感
情欠如，未来への不安，仲間からの被影響性の 8 カ
テゴリー），家庭領域（「あなたは青少年犯罪を促進
する原因について，事件を起こしている青少年の家
庭についてどう思いますか」，親の教育しつけ，親
子関係，家庭の雰囲気，家庭の社会的地位，親の資
質の 5 カテゴリー），学校領城（「青少年犯罪を促進
する原因について，現在の学校や教育システムが青

少年にどのような影響を及ぼしていると思います
か」，先生と生徒の問題，先生の資質の問題，同級
生の資質の問題 , 学校運営システムの問題，教育シ
ステムに関する全体の問題の 5 カテゴリー）， 地域
領域（「青少年犯罪を促進する原因について，あな
たは現在暮らしている地域社会が青少年にどのよう
な影響を及ぼしていると思いますか」，青少年の地
域の人間関係，非行抑止環境の弱体化，非行誘発環
境の増加の 3 カテゴリー），社会領域（「青少年犯罪
を促進する原因について，あなたは現在の社会全体
が青少年にどのような影響を及ぼしていると思いま
すか」，社会規範意識の欠如，社会全体の精神的な
貧困，青少年への無関心，社会的絆欠如，物質的価
値観，マスメディアの悪影響の 6 カテゴリー）につ
いて質問を行った。なお，回答者自身の性別，年齢，
それに中高生の子どもや孫の有無についても尋ねて
いる。その結果，領域ごとに探索的および確証的因
子分析を行い，人格では「精神力欠如」「自己主張」「ス
リル志向」「欲望」「仲間からの被影響性」の 5 次元，
家庭では「親のしつけ」「親の人格」「親の社会的地位」

「家庭の雰囲気」「親の過干渉」の 5 次元，学校では「指
導問題」「非行対処不全」「学力重視」「学校体制不
備」の 4 次元，地域では「非行誘因」「地域監視欠如」

「施設欠如」の 3 次元，社会では「社会的絆欠如」「社
会道徳欠如」「物質的価値観」「マスメディアの悪影
響」の 4 次元を見いだした。これら次元について年
齢，性別，および青年期の子どもの有無の違いを調
べた結果，年齢差は地域領域を除く全領域に見られ，
おおむね，年長者が若年者よりも青少年犯罪の原因
を青少年の人格，家庭，学校，社会各次元に強く帰
属する傾向があった。主要な性差では，全般的に男
性は女性より家庭次元の「親のしつけ」と「親の人
格」を強く認知していた。また，青年期の子どもが
いる回答者は子どもがいない回答者より地域領域の

「施設欠如」を非行の原因として強く認知していた
が，他の次元における子どもの有無による顕著な違
いは見られなかった。

板山・加藤（2009）は，少年犯罪の種類および年
代（おかれている立場）による原因帰属の相違を検
討することを目的に，大学生 103名，親世代 57名
を対象に調査を行っている。「殺人」，「万引き」，「飲
酒・喫煙」の事件を設定し，それぞれの少年犯罪を
起こしている少年の特徴について，人格領域（例：
スリルを求めている），家庭領域（例：親が子育て
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を放棄している），学校領域（例：同級生との関係
が希薄である），地域領域（例：地域の犯罪発生率
が高い），社会領域（例：社会全般に思いやりの心
が失われている）について回答してもらった。その
結果，領域ごとの因子分析の結果，人格領域では「セ
ルフコントロールの未熟さ」，家庭領域では「親子
関係としつけの悪さ」，「家庭環境の悪さ」，学校領
域では「学校環境の悪さ」，地域領域では「地域防
犯対策の不備」，「近隣関係の希薄化」，社会領域で
は「社会全体の規範欠如」の計 7 因子が抽出された。
各因子について罪種と世代による原因帰属の相違を
検討したところ，いずれの因子においても親世代の
方が学生よりも得点が高く，この傾向は罪種を問わ
ず一貫していた。ただし，親世代では罪の軽重が問
題ではなく，罪そのものが問題になる一方，学生に
おいては，例えば「セルフコントロールの未熟さ」
において，殺人および万引きは飲酒・喫煙よりも未
熟さが高く判断されるなど，各因子において罪種間
で差が認められるなど，親世代とは異なり罪の軽重
によって原因帰属の仕方を変えている可能性が示唆
された。また，学生と親世代による原因帰属の相違
の典型的な特徴として，親世代は罪種に関係なく，
学生よりも少年の内的な「セルフコントロールの未
熱さ」に強く帰属する傾向があった。

板山・桐生（2010）は，少年による殺人に対する
大学生の原因帰属について，その被害者の属性と事
件状況の違いによる相違の有無を明らかにすること
を目的として，大学生 312 名を調査対象者とし，質
問紙調査を実施した。少年による殺人事件において，

「以下には，少年自身，少年を取り巻く環境の特徴
が挙げられています。それぞれの事件において，質
問項目の内容が，少年がこの事件を起こした「原因」
である特徴かどうか，あなたの考えに最も当てはま
る数字に丸を付けてください」という教示のもと，
犠牲者の属性（肉親：母親殺人，同級生：友人殺人，
他人：通り魔殺人）に基づいた 3 つの状況を設定し，
人格（例：この少年は相手の気持ちが理解できない），
家庭（例：親子のコミュニケーションが少ない），
友人（例：心から信頼できる友人がいない），学校（例：
学校でしつけをしないことに問題がある），地域（例：
地域の犯罪への監視が弱い），社会（例：社会全体
が他人のことに無関心である）のそれぞれの領域に
対する原因帰属を測定した。その結果，（1）母親殺
人と友人殺人は被害者との関係性と場所という状況

の手掛かりが原因帰属に深く関係しており，母親殺
人では家族の不仲，友人殺人では友人とのコミュニ
ケーション不足と学校領域といった状況に対応した
原因帰属を行うという特徴が見出せること，（2）通
り魔殺人においては，被害者と加害者の少年との関
係性がない殺人であるために，当事者である少年の
人格と保護責任者である少年の家庭に強く原因帰属
を行い，さらには社会および地域社会という広い概
念に原因帰属を行うこと，などの結果が報告されて
いる。

荻山（2015）は，大学生・一般社会人・弁護士の
3 者の比較を通して，青少年事件の裁判員裁判の裁
判員にもし選ばれた場合に，虐待といった家庭要因
や発達障害といった発達的要因，また，いじめといっ
た社会的要因や被害者との状況を表す被害者要因に
関する情報をどの程度考慮するかを，3 つの異なる
事案を用いて検討している。Y 大学の学生 140名，
大学職員を含む一般社会人 65名，Z 県で弁護士登
録をしている弁護士 47名の計 252名にアンケート
調査を行った。裁判員裁判の場面を想定した架空の
青少年犯罪 3 事例（事例 A「強盗致傷事件」，事例 
B 「傷害致死事件」，事例 C「強制わいせつ致傷事件」）
を順番に提示した。各事例について青少年犯罪の裁
判員裁判における処遇決定考慮尺度（例：学校生活
になじめず，友達をつくれないで孤立しがちであっ
た）を回答してもらった。その結果，因子として「社
会的要因」「生物学的要因」「家庭要因」「被害者要因」
が見出された。また，各対象者における事例 A，B，
C ごとに青少年犯罪の裁判員裁判における処遇決定
考慮尺度の総得点（因子を合算した総得点）の平均
値に 1 要因分散分析を行った結果，（1）大学生と一
般社会人では，事例 A の強盗致傷事件の平均値が
最も高かった一方，弁護士では，刑法上最も重罰で
ある事例 B の傷害致死事件が最も高い結果となり，
専門職と一般人との間に差がみられたこと，（2）大
学生と弁護士においては，事例 A と事例 B の間に
のみ有意な差がみられなかったことからも他の事案
に比べ，性犯罪である事例 C に対する認知が異な
る可能性があること，（3）一般社会人ではすべての
事案において有意な差がみられず，事案による考慮
の変動は大学生あるいは弁護士より少ないこと，が
見出された。また，各対象者のすべての事例におけ
る青少年犯罪の裁判員裁判における処遇決定考慮尺
度の各因子得点の平均値に 1 要因分散分析（因子得
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点ごと）を行った結果，大学生，一般社会人，弁護
士の全ての対象者群において被害者要因が最も考慮
される得点が高いことが見出された。さらに各対象
者における青少年犯罪の裁判員裁判における処遇決
定考慮尺度の各因子得点に 1 要因分散分析（因子得
点ごと）を行った結果，大学生と一般社会人では，
事例 A，事例 B，事例 C の順に家庭要因の平均値
は低くなり，考慮される得点は低くなった一方で，
大学生では事例 C において家庭要因に対して発達
的要因（生物的）の平均値が有意に高く，事案によっ
て考慮される要因は異なることが示唆された。

少年犯罪への厳罰化態度研究の現状と課題
今回レビューをした研究をまとめたものが Table 

1 となる。Table 1 を概観すると，少年犯罪の厳罰
化傾向を規定する要因として「情報モデル」に着目
した研究では，厳罰化の態度を測定する際に「原因
帰属」の尺度が用いられているものがほとんどであ

り，例えば「量刑」や「厳罰化意識」といったもの
が取り上げられていない現状が見て取れる。言い換
えると，「どのような少年犯罪において，どの情報
が重要だと思われるか（原因帰属や責任帰属がなさ
れるか）」という研究は存在しているが，どのよう
な情報がどの程度厳罰化態度に影響するのかを直接
的に検討した研究は現時点では見当たらないと言え
る。もちろん，「年齢」を 1 つの条件として条件間
比較を行った研究はいくつか見られるものの（板山 , 
2014; 柳澤・水口 , 2017），あくまで一般犯罪に対す
る厳罰化態度の規定要因の 1 つとして年齢が取り上
げられているに過ぎない。したがって，今後の課題
としては「どのような情報が少年犯罪への厳罰化態
度に影響するのか」を直接的に検討する研究が，理
論面と実践面の両方の側面から必要だと思われる。

理論面からの必要性としては，少年犯罪への厳罰
化態度の特殊性が挙げられる。少年犯罪では，厳罰
化態度の対象となるのは当然ながら「少年」である。

研究 取り上げている主な特性 主な「厳罰化」指標 研究 取り上げている主な情報 主な「厳罰化」指標

松原（2009） 犯罪抑止
社会状況の認識

社会観

厳罰化支持の意識 山岡・風間（2004, 実験1） 被害者の否定的要素
（例、何度も検挙された16歳と無事故無違反の16歳）

被害者に対する肯定的態度
被害者に対する否定的態度

白井・黒沢（2009, 実験2） 公平世界観 量刑判断
量刑判断の理由
再犯可能性
悪質性

刑罰を科す目的

山岡・風間（2004, 実験2） 被害者の社会的地位（暴力団組員・フリーター・大学生・弁
護士）

犯罪種別（重犯罪・軽犯罪）

量刑判断
被害者に対する態度

加害者に対する感情（カバーストーリー）

綿村・分部・高野（2010） 事件結果の重大性の認知
被告人の再犯可能性の認知
同一犯罪の発生可能性の認知

量刑判断 白井・黒沢（2009, 実験1, 第1課題） 犯罪種別（強盗致傷と強姦致傷） 事件の悪質性
同種の再犯可能性
異種の再犯可能性

更生可能性
被害者の落ち度
加害者の悪意
事件の衝動性
量刑判断

板山（2014, 研究4） 公平世界観
（厳罰志向性）

厳罰志向性
被告人への原因・責任帰属
被告人の情状酌量の余地

量刑判断
刑罰の目的

白井・黒沢（2009, 実験1, 第2課題） 加害者の前科
事件と前科の類似性
出所からの期間

事件の悪質性
同種の再犯可能性
異種の再犯可能性

更生可能性
事件の計画性
被害者の落ち度
加害者の悪意
事件の衝動性
量刑判断

杉山・三浦（2015a） ケア／被害に関する道徳基盤
事件に対する嫌悪感情

有罪になると思う程度
自分の判断を後悔する程度

（白井・黒沢（2009, 実験2）） （被告人の前科と出所からの期間（前科なし・前科あり短
期・前科あり長期））

量刑判断
量刑判断の理由
再犯可能性
悪質性

刑罰を科す目的

杉山・三浦（2015b） 公正世界信念（究極的・内在的） 行動非難
被害者との心的距離
加害者の非人間化

量刑判断
量刑を科す目的（厳罰・秩序維

持・更生復帰）

綿村（2012） 被告人に起こった出来事
（非常にネガティブ・ややネガティブ・中立・ややポジティ

ブ・非常にポジティブ）

量刑判断

向井・三枝・小塩（2017） 合理性
二分法的思考

社会的支配志向性
仮想的有能感

厳罰傾向 板山（2014，研究2） 加害者の属性（少年・有職成人・無職成人） 原因帰属
責任帰属
量刑判断

向井（2019） 犯罪不安
被害リスク知覚
自己決定欲求

コミュニティによる自己決定

厳罰傾向
防犯行動

（杉山・三浦（2015a）） （被害の程度（かすり傷・全治3ヶ月・半身不随の後遺
症））

（有罪になると思う程度）
（自分の判断を後悔する程度）

（北折・小嶋（2019）） 個人特性
社会考慮

量刑判断
裁判評価

杉山・三浦（2017） 被害の程度（軽傷・後遺症）
判決（無罪・有罪）

元被告人との接触の程度（視線を向ける・路上で立ち話をす
る）

回避の程度
リスクの見積もり

柳澤・水口（2017） 加害者の年齢（18歳と40歳）
犯罪種別（軽犯罪と重犯罪）

原因帰属
責任帰属
量刑判断

谷口・池上（2018, 実験1） 事件の発生時期（20年前と3カ月前） 量刑判断
考慮事情
原因帰属

谷口・池上（2018, 実験2） 事件の発生時期（25年前と3カ月前） 量刑判断
考慮事情
原因帰属

北折・小嶋（2019） 反省の有無（あり・なし）
生育環境（良好・劣悪）

犯行態様の残虐さ（虐待あり・なし）
身勝手さ（あり・なし）

量刑判断

石井（2004） 人間の本性（性善・性悪） 少年法の厳罰化への賛否
死刑制度への賛否

戴・大渕（2004） （情報操作なし）
※参加者の属性（例、年齢）による比較

原因帰属

齋藤（2018） 社会的態度（例、犯罪への態度、若者の
未熟さ）

法的活動（例、刑事責任）の理
想年齢

板山・加藤（2009） 犯罪種別（殺人・万引き・飲酒喫煙）
※参加者の属性（例、年齢）による比較

原因帰属

向井・藤野（2021） 犯罪不安
被害リスク知覚
理解不能イメージ

厳罰志向性 板山・桐生（2010） 犠牲者の属性（母親・同級生・他人） 原因帰属

荻山（2015） 犯罪種別（強盗致傷・傷害致死・強制わいせつ）
※参加者の属性（例、大学生・一般人・弁護士）

による比較

処遇決定考慮

特性モデル 情報モデル

一般犯罪

少年犯罪

Table 1 本研究でレビューした研究のまとめ

注 . 1 つの研究で「特性」と「情報」の両方が検討されている研究（e.g., 北折・小嶋 , 2019）は，本論文で紹介した区分以外では（　　　）で括って示している。
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少年犯罪への厳罰化態度に関する研究の現状と課題

したがって，「厳罰化」の態度と共に，「更生可能性」
や「成人と同じの基準で法律的に扱うのか」といっ
た，一般犯罪にはない視点での態度が組み込まれる。
つまり，少年犯罪では厳罰化の態度とともに，保護
や更生といった態度も考慮される必要がある。この
ような複雑な態度を検証することは，犯罪への厳罰
化態度に新たな視点を組み入れることになると思わ
れる。

実践面からの必要性としては，少年犯罪について
どのような報道が適切であるかに関する資料を提示
することが挙げられる。少年犯罪の件数そのものは
減少傾向にあるものの，マスメディアが多く注目す
ることで増加しているというイメージにつながって
いる可能性があり，青少年の犯罪をセンセーショナ
ルに報道するマスメディアの責任について指摘する
声もある注 6）。これまでは未成年であるため実名報
道が控えられていた年齢が，法改正により実名報道
されるというケースも見られている注 7）。どのよう
な情報がどの程度人々の厳罰化傾向を高めたり低め
たりするのかを明らかにすることで，少年犯罪にお
いてはどの点に留意して情報を報道するべきかの 1
つの基礎的資料を作成できると思われる。

もちろん，本レビューではすべての研究をカバー
しているわけではない。今後もさらに幅広く文献を
検討するとともに，本レビューでは行えなかった海
外との研究の比較なども行っていく必要がある。
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注 1）法制審議会第 178 回会議配布資料を参照（2023

年 5 月 10 日最終アクセス）。
https://www.moj.go.jp/content/001216449.pdf

注 2）関連する用語として「厳罰志向性」（e.g., 板
山 , 2014）や「厳罰傾向」（e.g., Maruna & King, 
2009）がある（向井・藤野（2021）の「問題と目
的」も参照）。

注 3）以下の URL を参照（2023 年 5 月 10 日最終
アクセス）
https://trilltrill.jp/articles/634872

　この記事では凶悪化する未成年の犯罪について子
どもを持つ親にアンケートを実施している。Q. 少
年法の厳罰化，どう思う？について，アンケート
回答数 :3420 件の結果，賛成 87.5%，反対 2.0%，
わからない・どちらとも言えない 10.5% であった。

注 4） 例 え ば Brocke, Goldenitz, Holling, & Bilsky
（2004）は，盗難と暴行の 2 つの状況において，
盗難では前科があることが量刑を大きくしてお
り，年齢が若いこと，自白があること，犯罪の深
刻さが低いことが刑罰を軽減させていること，暴
行では犯罪の深刻さが大きいことが量刑判断を大
きくする最も重要な要因であることなどを報告し
ている。

注 5）以下の URL を参照（2023 年 5 月 10 日最終
アクセス）
https://ssjda.iss.u-tokyo.ac.jp/Direct/gaiyo.
php?lang=jpn&eid=1417 

注 6）以下の URL を参照（2023 年 5 月 10 日最終
アクセス）
https://news.yahoo.co.jp/feature/435/
http://katolegalsystem.com/kodomonoshiten/
asahi000824.htm

注 7）以下の URL を参照（2023 年 5 月 10 日最終
アクセス）
https://www.authense.jp/keiji/column/269/

受付年月日（2023/5/19）
受理年月日（2023/7/20）




